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(57)【要約】
【課題】幅端部の加熱にのみ用いる装置を必要とせず、
簡便に、後工程の仕上圧延にて接合部の破断を防止でき
る、連続熱間圧延における鋼片の接合方法を提供する。
【解決手段】連続熱間圧延ラインの仕上圧延機の入側で
先行鋼片の尾端と後行鋼片の先端とを互いに非接触で対
向配置し、先行鋼片Ｓ１の尾端と後行鋼片Ｓ２の先端と
を加熱する加熱工程と、加熱された先行鋼片Ｓ１の尾端
と後行鋼片Ｓ２の先端とを突き合わせて押圧接合する接
合工程とを含み、加熱工程で先行鋼片Ｓ１の尾端及び後
行鋼片Ｓ２の先端の各接合面の全幅に対して５０～１０
０％の幅範囲の温度が鋼片の液相線温度以上になるまで
加熱し、かつ、接合工程におけるアップセット量を、先
行鋼片Ｓ１の最大溶融深さと後行鋼片Ｓ２の最大溶融深
さとの和に対して最大溶融深さの１．１～７．０倍とす
る連続熱間圧延における鋼片の接合方法。
【選択図】図１２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　連続熱間圧延ラインの仕上圧延機の入側で先行鋼片の尾端と後行鋼片の先端とを互いに
非接触で対向配置し、前記先行鋼片の尾端と前記後行鋼片の先端とを加熱する加熱工程と
、加熱された前記先行鋼片の尾端と前記後行鋼片の先端とを突き合わせて押圧接合する接
合工程とを含む、連続熱間圧延における鋼片の接合方法において、
　前記加熱工程で前記先行鋼片の尾端及び前記後行鋼片の先端の各接合面の全幅に対して
５０～１００％の幅範囲の温度が鋼片の液相線温度以上になるまで加熱し、
かつ、前記接合工程におけるアップセット量を、前記先行鋼片の最大溶融深さと前記後行
鋼片の最大溶融深さとの和に対して１．１～７．０倍とすることを特徴とする連続熱間圧
延における鋼片の接合方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の接合方法を用いることを特徴とする連続熱間圧延方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の連続熱間圧延方法を用いることを特徴とする熱延鋼板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、連続熱間圧延において、連続熱間圧延ラインの仕上圧延機の入側で先行鋼片
と後行鋼片とを接合する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、連続熱間圧延ラインの仕上圧延機の入側で先行鋼片と後行鋼片とを接合する方法
としては、例えば、連続熱間圧延ラインの仕上圧延機の入側で先行鋼片の尾端と後行鋼片
の先端とを互いに非接触で対向配置して、この状態で誘導加熱装置によって先行鋼片の尾
端と後行鋼片の先端とを急速加熱し、次いで、加熱された先行鋼片の尾端と後行鋼片の先
端とを突き合わせて押圧（アップセット）接合する方法が知られている。
【０００３】
　しかしながら、大気雰囲気中で接合を行う際に、鋼中にＣｒ、Ｔｉ、Ｍｎ、Ａｌ、Ｓｉ
等のように鋼の融点（１４００～１６００℃）よりも高い融点の酸化物（例えば、Ｃｒ酸
化物：融点約２０００℃）を生成する成分を含むステンレス鋼や高張力鋼等については、
誘導加熱時に接合面に生成されるこれらの酸化物が、アップセット後も接合部に固相とし
て残って接合強度を著しく低下させ、後工程の仕上圧延にて接合部が破断する等の問題が
生じる。
【０００４】
　この問題に対し、加熱工程で、誘導加熱装置を用いて先行鋼片及び後行鋼片の各接合面
の温度を鋼片の液相線温度以上にする方法が提案されている（特許文献１参照）。
【０００５】
　しかし、誘導加熱装置による加熱では、発生する誘導電流が鋼片のコーナー部（幅端部
）においては流れにくいために、接合予定部の温度（鋼片の幅方向の温度）が幅端部に近
いほど昇温度合いが小さくなり、鋼片の押圧に際して接合予定部を全域にわたって接合で
きないという問題がある。ここで幅方向とは、水平面内で圧延方向に直角の方向のことで
ある。
【０００６】
　この問題に対し、幅端部から所定の範囲に磁性体を配置して鋼片を加熱・昇温し、幅端
部の昇温を促進する方法（特許文献２参照）や、先行鋼片の尾端と後行鋼片の先端とを急
速加熱し、次いで、加熱された先行鋼片の尾端と後行鋼片の先端とを突き合わせた後、誘
導コイルを接合部の板幅方向最端部に設置し、この板幅方向最端部を周回する渦電流によ
って加熱しながら再度加圧して接合することを特徴とする板材の接合方法（特許文献３参
照）や、先行する鋼片の後端部と後行する鋼片の先端部の少なくともいずれか一方の端部
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を凸形状として、両鋼片をその幅方向中央部にて接触させると共に、該幅方向中央部にて
鋼片の厚み方向に貫く交番磁界を印加し、この交番磁界によって誘起された誘導電流によ
り加熱しつつ、鋼片同士を押圧することにより、鋼片中央部から幅端部へ向かって順次接
合する方法（特許文献４参照）が提案されている。
【０００７】
　これらの幅端部の昇温量を促進する方法と、各接合面の温度を鋼片の液相線温度以上に
する方法とを併用することにより、たとえ鋼の融点より高い融点の酸化物を生成する成分
を含む鋼片であっても、幅端部の接合強度を向上できると考えられる。
【０００８】
　しかしながら、特許文献２～４に記載の方法では、幅端部の加熱のための装置を必要と
しており、より簡便に接合部の破断を防止できる方法が希求されていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２０００－２７１６０５号公報
【特許文献２】特開平８－００１２０２号公報
【特許文献３】特開平７－００１００６号公報
【特許文献４】特開平８－１４１６０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、前述した問題点を解消するためになされたものであり、幅端部の加熱にのみ
用いる装置を必要とせず、簡便に、後工程の仕上圧延にて接合部の破断を防止できる、連
続熱間圧延における鋼片の接合方法、該接合方法を用いた連続熱間圧延方法および該連続
熱間圧延方法を用いた熱延鋼板の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
［１］連続熱間圧延ラインの仕上圧延機の入側で先行鋼片の尾端と後行鋼片の先端とを互
いに非接触で対向配置し、前記先行鋼片の尾端と前記後行鋼片の先端とを加熱する加熱工
程と、加熱された前記先行鋼片の尾端と前記後行鋼片の先端とを突き合わせて押圧接合す
る接合工程とを含む、連続熱間圧延における鋼片の接合方法において、
　前記加熱工程で前記先行鋼片の尾端及び前記後行鋼片の先端の各接合面の全幅に対して
５０～１００％の幅範囲の温度が鋼片の液相線温度以上になるまで加熱し、
かつ、前記接合工程におけるアップセット量を、前記先行鋼片の最大溶融深さと前記後行
鋼片の最大溶融深さとの和に対して１．１～７．０倍とすることを特徴とする連続熱間圧
延における鋼片の接合方法。
［２］前記［１］に記載の接合方法を用いることを特徴とする連続熱間圧延方法。
［３］前記［２］に記載の連続熱間圧延方法を用いることを特徴とする熱延鋼板の製造方
法。
【００１２】
　ここで、溶融深さとは、図７に示すように、各鋼片における、加熱により液相線温度以
上となった範囲の圧延方向長さのことであり、最大溶融深さとは、図８に示すように、接
合面内全体（全幅・全厚）での溶融深さの最大値のことである。最大溶融深さは、加熱条
件により、板厚中心が最大になる場合もあるし、上面あるいは下面の方が最大になる場合
もある。
【００１３】
　また、アップセット量とは、接合工程における圧延方向の鋼片の押し込み量（接合する
先行鋼片の尾端の接合面と後行鋼片の先端の接合面との距離がゼロになった状態（２つの
面がぴったり合わさった状態）からの押し込み量）のことである。
アップセット量は、先行鋼片と後行鋼片との相対的な距離によるので、先行鋼片と後行鋼
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片とのそれぞれの押し込み量の和とする。そのアップセット量の範囲内の値となる条件で
あれば、先行鋼片と後行鋼片のそれぞれの押し込み量は任意に決めることが出来る。例え
ば、先行鋼片は押し込まず（動かさず）に、後行鋼片のみを所望のアップセット量で押し
込んでもよい。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、幅端部の加熱にのみ用いる装置を必要とせず、簡便に、後工程の仕上
圧延にて接合部が破断することを防止できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】連続熱間圧延ラインのコイルボックスから仕上圧延機の第１スタンドまでの設備
配列を示す概略図である。
【図２】接合装置の概略断面図である。
【図３】誘導加熱装置の概略図である。
【図４】交番磁界と誘導電流の流れを説明するための説明図である。
【図５】接合界面の温度分布を示すグラフ図である。
【図６】投入電力が５２００ｋＷである場合において、全幅の５０％の溶融に必要な加熱
時間が誘導加熱周波数（ｋＨｚ）に応じて変化する様子の一例を示すグラフである。
【図７】溶融深さの定義を説明するための図である。
【図８】最大溶融深さの定義を説明するための図である。
【図９】溶融深さの分布を示すグラフ図である。
【図１０】接合部の接合部熱間引張強度の分布を示すグラフ図である。
【図１１】アップセット量／最大溶融深さと接合部強度との関係を示すグラフ図である。
【図１２】鋼の液相線温度以上に加熱する領域の接合面における全幅に対する割合とアッ
プセット量／最大溶融深さとの関係を示すグラフ図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明について、図面を参照しながら説明する。なお、この実施形態によって本
発明が限定されるものではない。
【００１７】
　図１は、連続熱間圧延ラインのコイルボックスから仕上圧延機の第１スタンドまでの設
備配列を示す概略図である。図１において、符号１は粗圧延機から出た板材を巻き取るコ
イルボックス、符号２はコイルボックス１から巻き出された先行鋼片Ｓ１の尾端及び後行
鋼片Ｓ２の先端を切断するクロップシャー、符号３は先行鋼片Ｓ１及び後行鋼片Ｓ２の切
断面（接合面）同士を接合する接合装置、符号４はレベラー、符号５ａ～５ｃはピンチロ
ール、符号６は脱スケール装置、符号７は仕上圧延機の第１スタンドである。
【００１８】
　図２は、接合装置３の概略断面図である。接合装置３は、図２に示すように、クロップ
シャー２によって後端のクロップが切り落とされた先行鋼片Ｓ１及び先端のクロップが切
り落とされた後行鋼片Ｓ２の各切断端を接合面同士が互いに非接触で対向配置されるよう
に把持する左右のクランプ装置８、９と、該クランプ装置８、９によって把持された先行
鋼片Ｓ１及び後行鋼片Ｓ２の各切断端を加熱する誘導加熱装置１０と、クランプ装置８を
クランプ装置９側に押圧移動させて誘導加熱装置１０によって加熱された先行鋼片Ｓ１及
び後行鋼片Ｓ２の各切断端の接合面同士を突き合わせてアップセット接合して接合部αを
形成する押圧シリンダ１１と、該アップセット接合時に先行鋼片Ｓ１と後行鋼片Ｓ２とが
上下方向にずれることを防止する目違い防止板２０とを有する。
【００１９】
　なお、接合装置３は、ライン方向に沿って所定長さだけ延在するレール１９（図１も参
照）上を走行可能な台車１７上に設置されている。また、台車１７の走行可能範囲に設置
される鋼片搬送用テーブルローラ１８は昇降式のテーブルローラとなっており、接合装置
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３の位置に相当する搬送用テーブルローラ１８は台車１７により押し下げられるようにな
っている。接合装置３をこのような構成とすることにより、鋼片の搬送を停止させること
なく先行鋼片Ｓ１と後行鋼片Ｓ２との接合を行うことができる。
【００２０】
　図３は、誘導加熱装置１０の概略図である。誘導加熱装置（高周波誘導加熱装置）１０
は、先行鋼片Ｓ１及び後行鋼片Ｓ２の各切断端の板厚方向に交番磁界を貫通させるための
ものである。図３に示すように、誘導加熱装置１０は、先行鋼片Ｓ１及び後行鋼片Ｓ２の
各切断端の上下に配設された一対の磁極芯１３と、これらの磁極芯１３に上下方向に連続
して巻回されたコイル１４と、電源１５とを備える。
【００２１】
　図４は、交番磁界と誘導電流の流れを説明するための説明図である。上記の構成の誘導
加熱装置１０を用いて、図４に示すように、先行鋼片Ｓ１及び後行鋼片Ｓ２の各切断端の
板厚方向に交番磁界を貫通させることにより、各切断端に渦電流が発生して接合面同士が
優先的に加熱されるようになっている。なお、本実施形態では、加熱・接合処理を鋼片の
走行と同期させるいわゆるトランスバース方式の接合装置３を採用したが、接合装置３を
停止した状態で加熱・接合処理を行う場合には、図１に破線で示すルーパ１６を用いる。
【００２２】
　ここで、本実施形態では、先行鋼片Ｓ１及び後行鋼片Ｓ２の鋼種については特に限定さ
れず、例えば、先行鋼片Ｓ１及び後行鋼片Ｓ２の内の少なくとも一方が鋼の融点（１４０
０～１６００℃）よりも高い融点の酸化物を生成する元素を１質量％以上含有する鋼種と
することができる。鋼の融点よりも高い融点の酸化物とは、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｍｎ、Ａｌ、Ｓ
ｉ等の酸化物（具体的には、Ｃｒ酸化物：融点約２０００℃、その他ＴｉＯ２、ＭｎＯ、
Ａｌ２Ｏ３、ＳｉＯ２等）のことを指す。
【００２３】
　本実施形態の鋼片の接合方法は、上述した連続熱間圧延ラインの仕上圧延機の入側で先
行鋼片Ｓ１の尾端と後行鋼片Ｓ２の先端とを互いに非接触で対向配置し、先行鋼片Ｓ１の
尾端と後行鋼片Ｓ２の先端とを加熱する加熱工程と、加熱された先行鋼片Ｓ１の尾端と後
行鋼片Ｓ２の先端とを突き合わせて押圧接合する接合工程とを含む。
【００２４】
　上記加熱工程では、誘導加熱装置１０を用い、先行鋼片Ｓ１及び後行鋼片Ｓ２の各接合
面の全幅に対して５０～１００％の幅範囲の温度が鋼片の液相線温度以上になるまで加熱
することを特徴とする。そして、接合工程では、アップセット量を、先行鋼片Ｓ１の最大
溶融深さと後行鋼片Ｓ２の最大溶融深さとの和に対して１．１～７．０倍とすることを特
徴とする。
【００２５】
　以下、加熱工程と接合工程におけるこれらの特徴を詳細に説明する。
【００２６】
　まず、加熱工程の特徴について説明する。
【００２７】
　図５は、加熱時間を３秒、４秒、５秒または６秒とし、他の条件（入熱量）は同一にし
て加熱した場合の１．７％Ｓｉ鋼の加熱完了時の鋼片長手方向の温度分布を示す。
【００２８】
　ここで、図５に示す温度分布は、鋼板（鋼片）全厚をｔとしたとき、板厚方向に鋼板表
面からｔ／２位置での温度分布である。また、板幅は１０００ｍｍである。図５に示すよ
うに、接合界面の温度について、幅中央付近は液相線温度以上となりやすいが、幅端部は
液相線温度未満である。接合界面の温度が液相線温度未満である部分は、アップセット後
に接合界面に鋼の融点よりも高い融点のＳｉ酸化物が固相として残って接合強度を著しく
低下させ未接合部となる。
【００２９】
　図５中の加熱時間が３秒の場合のように、全幅に対する幅端部の未接合部（液相線温度
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以上になっていない部分）の割合が大きい場合（鋼の液相線温度以上に加熱する領域を板
幅に対し５０％未満とした場合）は、後工程の仕上圧延において接合部（液相線温度以上
に加熱されていた部分）に張力が集中し、接合部が分離する可能性がある。これに対し、
例えば加熱時間をより長くし、鋼の液相線温度以上に加熱する領域を全幅に対し５０％以
上とした場合は、未接合部の割合が低いため、後述するように接合工程においてアップセ
ット量を最大溶融深さの１．１～７．０倍とすることで、例えば、７スタンドからなる仕
上圧延機により板厚２ｍｍまで圧延を施しても、接合部が分離することなく良好な連続圧
延を継続できる。
【００３０】
　なお、本実施形態では、鋼の液相線温度以上となる領域については、電磁－熱伝導連成
有限要素法解析により計算することができる。この電磁－熱伝導連成有限要素法解析は、
汎用計算ソフトＪＭＡＧを使用し、対象とするシートバー、コイル、磁極芯をモデル化し
、シートバーの寸法及び接合面間隙、鋼の電気抵抗、比熱、熱伝導率、密度及び比透磁率
、コイル・磁極芯の寸法及びシートバーとの相対的な位置関係、並びに加熱条件（加熱時
間、投入電力及び周波数）を適宜設定して行うことができる。
【００３１】
　また、本実施形態では、先行鋼片の尾端及び後行鋼片の先端の各接合面の全幅に対して
５０～１００％の幅範囲の温度を鋼片の液相線温度以上になるまで加熱するために、加熱
条件として加熱時間を調整する例を示したが、かかる例に限定されず、投入電力、周波数
等を調整する方法を採用してもよい。
【００３２】
　図６は、投入電力が５２００ｋＷである場合において、全幅の５０％の溶融に必要な加
熱時間が誘導加熱周波数（ｋＨｚ）に応じて変化する様子の一例を示すグラフである。例
えば、投入電力が５２００ｋＷである場合、各誘導加熱周波数（ｋＨｚ）において、図６
のグラフに示す加熱時間以上の加熱時間を確保すれば、全幅に対する液相線以上の温度に
なる幅範囲が５０～１００％になる。
【００３３】
　以上、本発明では、加熱工程において、先行鋼片Ｓ１の尾端及び後行鋼片Ｓ２の先端の
各接合面の全幅に対して５０～１００％の幅範囲の温度が鋼片の液相線温度以上になるま
で加熱する。好ましくは、上記幅範囲は、７０～１００％であり、より好ましくは、８５
～１００％である。
【００３４】
　次に、接合工程の特徴について説明する。
【００３５】
　ここで、図７および図８を参照する。図７は、溶融深さの定義を説明するための図であ
り、図８は、最大溶融深さの定義を説明するための図である。溶融深さとは、図７に示す
ように、各鋼片における、加熱により液相線温度以上となった範囲の圧延方向長さのこと
であり、最大溶融深さとは、図８に示すように、接合面内全体（全幅・全厚）での溶融深
さの最大値のことである。最大溶融深さは、加熱条件により、板厚中心が最大になる場合
もあるし、上面あるいは下面の方が最大になる場合もある。
【００３６】
　また、このアップセット量とは、接合工程における圧延方向の鋼片の押し込み量（接合
する先行鋼片の尾端の接合面と後行鋼片の先端の接合面との距離がゼロになった状態（２
つの面がぴったり合わさった状態）からの押し込み量）のことである。アップセット量は
、先行鋼片と後行鋼片との相対的な距離によるので、先行鋼片と後行鋼片とのそれぞれの
押し込み量の和とする。そのアップセット量の範囲内の値となる条件であれば、先行鋼片
と後行鋼片のそれぞれの押し込み量は任意に決めることが出来る。例えば、先行鋼片は押
し込まず（動かさず）に、後行鋼片のみを所望のアップセット量で押し込んでもよい。
【００３７】
　このアップセット量と、先行鋼片Ｓ１の最大溶融深さと後行鋼片Ｓ２の最大溶融深さと
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の和との関係について詳細に説明する。図９は、図５に示した条件と同様の条件で加熱し
た場合の加熱完了時の溶融深さの分布を示した図である。
【００３８】
　図９に示すように、加熱時間の増加に伴い、溶融深さは大きくなり、加熱時間を６秒と
したときの最大溶融深さは１２．４ｍｍである。そして、図１０では、このように加熱時
間を６秒として加熱した後に、アップセット量を１２．４ｍｍ（最大溶融深さの和の１．
０倍）として鋼片を接合した場合、及びアップセット量を１３．７ｍｍ（最大溶融深さの
和の約１．１倍）として鋼片を接合した場合の板幅方向の各位置での接合部強度を示す。
本発明者らは、図１０に示すように、アップセット量の増加に伴い、接合部強度が大きく
増加する点に着目し、鋭意検討した。
【００３９】
　図１１では、板幅１２００ｍｍの接合部において、板幅中央から幅方向３５０ｍｍの箇
所における接合部熱間引張強度（加熱温度：１０００℃）を示す。図１１から明らかなよ
うに、アップセット量を最大溶融深さの和の１．１倍以上にすることにより、接合部強度
が急激に向上し、母材の強度の８０％以上の接合部強度が得られることを、本発明者らは
知見した。一方、アップセット量が最大溶融深さの和の７．０倍を超えると、その強度は
飽和し、かえって座屈が発生しやすくなることも知見した。
【００４０】
　よって、本発明では、接合工程において、アップセット量を、先行鋼片Ｓ１の最大溶融
深さと後行鋼片Ｓ２の最大溶融深さとの和の１．１～７．０倍とする。好ましくは、１．
３～７．０倍である。
【００４１】
　アップセット量は、本実施形態では、主に上述したように、先行鋼片Ｓ１の尾端と後行
鋼片Ｓ２の先端それぞれで最大溶融深さに対して１．１～７．０倍とし、そのアップセッ
ト量で先行鋼片の尾端と後行鋼片の先端をそれぞれ移動させる場合について説明した。し
かし、アップセットは先行鋼片と後行鋼片の相対的な距離によるので、先行鋼片Ｓ１の最
大溶融深さと後行鋼片Ｓ２の最大溶融深さの和の１．１～７．０倍のアップセット量であ
れば、例えば、先行鋼片Ｓ１を固定させたままで後行鋼片Ｓ２のみを移動させても良い。
【００４２】
　なお、本実施形態では、接合工程における押圧力については特に限定されない。
【００４３】
　以上説明したように、本発明では、加熱工程で先行鋼片及び後行鋼片の各接合面におけ
る全幅に対して５０～１００％の幅範囲の温度が鋼片の液相線温度以上になるまで加熱し
、接合工程におけるアップセット量を、前記先行鋼片の最大溶融深さと前記後行鋼片の最
大溶融深さとの和に対して１．１～７．０倍とすることで、幅端部の加熱にのみ用いる装
置を必要とせず、簡便に、後工程の仕上圧延にて接合部が破断することを防止できる。
【００４４】
　また、本発明の連続熱間圧延方法では、上述した連続熱間圧延における接合方法を用い
れば、他の条件については、従来公知の条件を採用し、鋼種や鋼の形状に応じて適宜設定
することができる。さらに、本発明の熱延鋼板の製造方法は、この連続熱間圧延方法を用
いれば、他の条件については、従来公知の条件を採用することができる。
【００４５】
　なお、上記説明では、１．７％Ｓｉ鋼のみを例に挙げたが、鋼組成として、Ｃの場合最
大１．２質量％、Ｓｉの場合最大４．０質量％、Ｍｎの場合最大６．２質量％、Ｃｒの場
合最大３５．０質量％、Ｔｉの場合最大０．５質量％、Ａｌの場合最大０．５質量％、Ｐ
の場合最大０．５質量％、Ｓの場合最大０．４質量％、Ｎｉの場合最大２５．０質量％、
Ｍｏの場合最大１．０質量％、Ｖの場合最大０．５質量％含有していても、同様の条件で
、接合部が分離することなく仕上げ板厚２ｍｍまで良好な連続圧延を継続可能である。
【実施例】
【００４６】
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　以下、実施例に基づき、本発明について説明する。
【００４７】
　先行鋼片、後行鋼片としてそれぞれ幅１２００ｍｍ、厚み３０ｍｍになるシートバーを
図１に示した連続熱間圧延ラインに供した。
【００４８】
　表１に示すＮｏ．１～４４では、先行鋼片および後行鋼片としては、共に質量％で、Ｓ
ｉ：１．７％、Ｃ：０．１２％、Ｍｎ：２．０％、Ｃｒ：０．１％を有し、残部がＦｅお
よび不可避的不純物からなる鋼組成を有するものを用いた。
【００４９】
　また、表２に示すＮｏ．４５～５５では、先行鋼片は上記Ｎｏ．１～４４と同様にして
、後行鋼片に異なる成分を持つ鋼を用いた。後行鋼片としては、質量％で、Ｓｉ：０．５
％、Ｃ：０．１２％、Ｍｎ：２．０％、Ｃｒ：０．１％を有し、残部がＦｅおよび不可避
的不純物からなる鋼組成を有するものを用いた。
【００５０】
　そして、接合装置３内で先行シートバーと後行シートバーの各接合面を５ｍｍの間隙を
隔てて対向配置した後、誘導加熱装置１０（幅方向の寸法１３００ｍｍ、長手方向の寸法
２４０ｍｍ）によって各接合面を加熱した。このときの加熱条件は投入電力が１０００ｋ
Ｗ、周波数１０００Ｈｚである。
【００５１】
　加熱時間、アップセット量について数条件実施した結果を表１、表２に示す。鋼の液相
線温度以上となる領域については、電磁－熱伝導連成有限要素法解析により計算した結果
を表１に示す。
【００５２】
　表１に示すＮｏ．１～４４では、最大溶融深さ、アップセット量は、先行鋼材の尾端と
後行鋼材の先端とで同じ値であり、片側の値を示した。
【００５３】
　表２に示すＮｏ．４５～５５では、最大溶融深さ、アップセット量は、先行鋼材の尾端
と後行鋼材の先端とで異なる場合があり、夫々の値を示した。
【００５４】
　電磁－熱伝導連成有限要素法解析では汎用計算ソフトＪＭＡＧを使用しており、シート
バー、コイル、磁極芯をモデル化している。当モデルにおいて、シートバーの寸法および
接合面間隙は前述の当実施例と同等の寸法とし、物性値については、表１に示すＮｏ．１
～４４の先行鋼片および後行鋼片、表２に示すＮｏ．４５～５５の先行鋼片では、電気抵
抗：１２５μΩ・ｃｍ、比熱：３５０Ｊ／ｋｇ／ｄｅｇＣ、熱伝導率：３０Ｗ／ｍ／ｄｅ
ｇＣ、密度：７８５０ｋｇ／ｍ３、比透磁率：８とした。また、表２に示すＮｏ．４５～
５５の後行鋼片では、電気抵抗：１１０μΩ・ｃｍ、比熱：３５０Ｊ／ｋｇ／ｄｅｇＣ、
熱伝導率：３２Ｗ／ｍ／ｄｅｇＣ、密度：７８５０ｋｇ／ｍ３、比透磁率：８とした。コ
イル・磁極芯の寸法及びシートバーとの相対的な位置関係は、当実施例にて使用の接合機
と同等としており、加熱条件（投入電力・周波数）は当実施例と同等としている。
【００５５】
　引き続き接合面同士を突き合わせて押圧シリンダ１１によって押圧力３．４ｋｇ／ｍｍ
２で押圧して接合を完了させた。
【００５６】
　接合完了後、仕上圧延機の７スタンドミルにより板厚２ｍｍまで圧延を施した。
【００５７】
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【表１】

【００５８】
　本発明例（Ｎｏ．１～２５）では、板厚２ｍｍまでの圧延後、接合部が分離することな
く良好な連続圧延を継続することができた。
【００５９】
　一方、比較例（Ｎｏ．３４～４３）では、加熱工程で鋼片の液相線温度以上に加熱され
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た幅範囲の全幅にする割合が５０％未満のため、上記の連続圧延中に接合部が分離した。
【００６０】
　また、比較例（Ｎｏ．２６～３４、４０）では、接合工程で、アップセット量／（最大
溶融深さの和）が１．１未満のため、上記の連続圧延中に接合部が分離した。
【００６１】
　また、比較例（Ｎｏ．４４）では、接合工程で、アップセット量／（最大溶融深さの和
）が７．０超のため、上記の連続圧延中に座屈が発生した。
【００６２】
　以上の結果を図１２に示す。図１２は、鋼の液相線温度以上に加熱する領域の全幅にす
る割合と、液相線温度以上となった範囲の圧延方向長さとアップセット量の比に対する、
仕上げ圧延可否を示したものである。図１２中、「○」「◎」「×」は下記をしめす。
○：仕上圧延機の７スタンドミルにより板厚２ｍｍまで圧延を施して１０回以上連続して
接合および仕上げ圧延を行っても破断が起きなかった。
◎：○の条件を満たし、さらに、接合部が評価部の中央となるようにし、試験片の軸方向
が圧延方向と位置するように、幅中央板厚中央から採取したＪＩＳ１４Ａ号の引張試験で
の破断伸びが通常部と比較して８０％以上であったことを意味している。
（もしくは、外見上接合部に欠陥がなかったことを意味している。）
×：仕上圧延機の７スタンドミルにより板厚２ｍｍまで圧延を施して１０回以上連続して
接合および仕上げ圧延を行うと１回以上破断が生じた。
【００６３】
　図１２に示すように、加熱工程で先行鋼片及び後行鋼片の各接合面における全幅にして
５０～１００％の幅範囲の温度が鋼片の液相線温度以上になるまで加熱し、接合工程にお
けるアップセット量を、先行鋼片の最大溶融深さと後行鋼片の最大溶融深さとの和に対し
て１．１～７．０倍とすることで、後工程の仕上圧延にて接合部が破断することを防止で
きることが分かった。
【００６４】
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【表２】

【００６５】
　本発明例（Ｎｏ．４５～５０）では、板厚２ｍｍまでの圧延後、接合部が分離すること
なく良好な連続圧延を継続することができた。
【００６６】
　一方、比較例（Ｎｏ．５１、５２）では、加熱工程で鋼片の液相線温度以上に加熱され
た全幅にする割合が先行鋼片と後行鋼片のどちらか、もしくは先行鋼片と後行鋼片の両方
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で５０％未満のため、上記の連続圧延中に接合部が分離した。
【００６７】
　また、比較例（Ｎｏ．５３、５４）では、接合工程で、アップセット量／（最大溶融深
さの和）が１．１未満のため、上記の連続圧延中に接合部が分離した。
【００６８】
　また、比較例（Ｎｏ．５５）では、接合工程で、アップセット量／（最大溶融深さの和
）が７．０超のため、上記の連続圧延中に座屈が発生した。
【符号の説明】
【００６９】
　１　コイルボックス
　２　クロップシャー
　３　接合装置
　４　レベラー
　５　ピンチロール
　６　脱スケール装置
　７　仕上圧延機の第１スタンド
　８、９　クランプ装置
　１０　誘導加熱装置
　１１　押圧シリンダ
　１３　磁極芯
　１４　コイル
　１５　電源
　１６　ルーパ
　１７　台車
　１８　鋼片搬送用テーブルローラ
　１９　レール
　２０　目違い防止板
　Ｓ１　先行鋼板
　Ｓ２　後行鋼片
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